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                午前10時00分開会 

○副参事（調査担当） 本日は、大変な雨の中、お足元の悪い中、お集まりいただきまし

て本当にありがとうございます。心より御礼申し上げます。 

 ただいま定刻になりました。これから部会長に開会をお願いしたいと存じますが、ただ

いま矢野委員におかれましては、先ほど新宿駅のほうにお着きになったということで、現

在こちらに向かわれているという状況でございます。始めていただいていいというふうな

ことでございますので、よろしくお願いいたします。 

○池本部会長 それでは、改めまして、おはようございます。消費生活対策審議会の第２

回の部会を開会したいと思います。 

 最初に、事務局から定数のご報告、あと配付資料の確認を併せてお願いできますか。 

○副参事（調査担当） それでは、恐縮でございます、私、調査担当の副参事のほうから

定足数のご確認、それから資料のご確認をお願いしたいと存じます。 

 ただいま、この部会でございますけれども、委員６名、専門員３名で構成されていると

ころでございます。本日は、ただいま矢野委員がこちらに向かわれておりまして、矢野委

員を含めまして４名の方、それから専門委員２名の方のご出席をいただいております。そ

れから、本日ご欠席の方につきましても、委任状をいただいているところでございます。

したがいまして、過半数の出席という定足数に達しているところでございます。 

 なお、本日ご欠席の委員の方々につきましては、私ども事務局のほうから、あらかじめ

直接お目にかかりまして、私どもの考え方をご紹介させていただきながら、委員の皆様方

のご意見もいただいているところでございます。 

 それでは、恐縮でございますが、資料のご確認をお願いをいたしたいと存じます。Ａ３

とＡ４の取り混ぜた資料をクリップで留めているものでございまして、恐縮でございます。

右肩にそれぞれ資料番号が振ってございます。 

 まず、資料１でございますが、本日の委員の名簿でございます。 

 それから、資料２は本日の書記の名簿ということになってございます。各局の担当の者

が出席しているところでございます。ご覧をいただきたいと存じます。 

 続きまして、資料３が、先般の総会並びに第１回部会におきましてもお示しをいたしま

した、今回の「消費生活基本計画改定（素案）」でございます。 
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 続きまして、資料４はそれに添付されておりました計画関連の施策の一覧、Ａ３の横長

のものでございます。 

 続きまして、資料５になりますが、同じくＡ３の横長の１枚もの、「都と国の消費者行

政推進体制の違い」というペーパーでございます。 

 それから、資料６が「東京都多重債務問題対策協議会及び多重債務問題対策庁内連絡会

議」というＡ４の横の資料でございます。 

 それから、その後ろに資料６－１といたしまして、「東京都多重債務問題対策協議会委

員名簿」ということで綴っております。数枚ございます。 

 その後でございますが、Ａ４の横のものでございまして、資料７「初等中等教育におけ

る金融経済教育モデルについて」というものでございます。 

 それから、今度はＡ３の横になりまして、「『高齢者の消費者被害防止のための地域に

おけるしくみづくりガイドライン』の概要」ということでＡ３の１枚横のものでございま

す。 

 その後ろに、資料８－１といたしまして、区市町村における高齢者の消費者被害防止の

ためのしくみ構築状況」ということで、これもＡ４の縦のものを数枚綴らせていただいて

おります。 

 その後ろに資料９といたしまして、「事故を未然防止するためのシステム」、Ａ４の横

のものが１枚ございます。 

 それから、その次に資料10といたしまして、「都の消費生活相談等の体系」ということ

で綴らさせていただいております。 

 最後になりますけれども、資料11といたしまして、「インターネット都政モニターアン

ケートについて」というものでございます。 

 以上が資料でございます。 

 なお、そのほかにお手元に「高齢者の消費者被害防止のための地域におけるしくみづく

りガイドライン」という冊子です。それから、パンフレットでございますけれども、「東

京都消費生活総合センターのご案内」でございます。それから、簡単なリーフレットにな

りますけれども「消費生活総合センター図書資料室のご案内」です。こちらのほうを机上

に置かせていただいております。 

 以上が資料でございますが、万が一漏れているようでございましたらお知らせいただき
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たいと存じます。 

 以上でございます。 

○池本部会長 ありがとうございます。今、配付資料の確認をしていただいたところです

が、よろしいでしょうか。 

 それでは、審議に入りたいと思いますが、その前提として、議論の対象も非常に幅広う

ございますので、前回までの審議の内容について、事務局から確認を含めてご説明をいた

だいて、その上で議論に入るというふうに進めたいと思います。まず、事務局からご説明

をお願いします。 

○副参事（調査担当） 事務局でございます。それでは、恐縮でございますが、前回の審

議の論点、それから、それに対しまして私どもといたしましてのご説明をさせていただき

たいと存じます。 

 まず、前回の部会等におきます皆様方のご意見の主なものでございますが、幾つかの論

点にまとめられるのではないかということで、それに従いながらご紹介を申し上げたいと

思います。 

 まず１番目でございますが、消費者行政の一元化についてであります。委員の皆様方か

ら、国は早く進んでいて既成概念が覆っている。あるいは、都の体制をどうするのか。例

えば食品表示法への統合、あるいは消費者市場に関するまとまった法律が制定されるとい

う動きの中でどうなのか。それから、例えば食品表示に関しまして、都の取組スタイルを

前面に出すべきではないかといったようなご意見が出されたところでございます。 

 ２番目の論点といたしまして、情報の一元化でございます。消防庁の救急隊や保健所に

入った情報をいかに集約していくか。それから、東京都はセンターに集まった情報で同じ

部の中で取引指導しているという特徴があるというふうなご意見もいただいたところでご

ざいます。それから、「東京くらしＷＥＢ」というものがある。そういったものがあると

いうことをもっと強調していくためには、情報発信をしていくべきではないかというふう

なご意見でございます。 

 それから、３番目の論点として、相談でございます。安全、表示、取引の三つの分野の

相談をきちんと受けとめていくべきではないか。それから、相談員はどうして常傭化でき

ないのかといったようなご意見もいただいております。 

 ４番目の論点といたしまして、消費者救済。１件当たりの被害額も非常に多額になって、
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現在は多数多額被害というふうになっている。どのぐらいの被害があるのか。それをどの

ようにして減らしていくことができるのか。そういった基準の研究も必要なのではないか

といったようなご意見がございました。それから、国に先駆けていろいろ消費対策審議会

のほうから答申が出されています。どこまでその答申が実現しているのか、どのように盛

り込んでいくのかといったようなご意見。 

 それから、次の論点といたしまして、消費者教育でございますが、食育や環境教育に比

べて、かなり弱いのではないか。あるいは、消費者教育（コンシューマ・エデユケーショ

ン）が非常に重要でありまして、図書室の活用も重要になってくるのではないかといった

ようなご意見がございました。 

 次の論点といたしましては、事業者団体、消費者団体との共同による消費者施策を遂行

していくべきではないかといったようなご意見がございました。 

 それから、次の論点といたしましては、具体的な施策、その進行管理でございますけれ

ども、基本的な理念は承知しつつも、具体的な施策の論議をしていくべきではないか。そ

ういったことは19次の中で議論されました骨子からも外れてはいないのではないかといっ

たようなご意見。それから、具体的な目標を書き込む分野と、その他いろいろな分野があ

る。少し幅を持たせてはどうかといったようなご意見。 

 それから、具体的な施策としては、課題の解決を緊急性のあるもの、それから５年間を

かけていくようなもの、幾つかの分野の幅の中でメリハリをつけていくべきではないか。

それから，いろいろこういった計画というものはあるけれども、総花的になりまして、本

当に都民の安全や快適な暮らしの実現に役に立っているのか。政策評価をきちんとしてい

くべきではないかといったようなご意見もいただきました。 

 それから、進行管理に関しましては、目標の達成に向けて、やはり行政内部におきまし

てきちんと勧告をしていくような権限を持たせるべきではないか。あるいは、その辺の調

整をどうするのか。 

 そういったご意見の中で、一方で進行管理としては、都庁の中では消費生活部が調整権

を持っている。つまり、その調整権をどのように具体的に発揮していくのかということが

議論さるべきではないか。それからいろいろ具体的な施策がありますけれども、その実効

性をどうやって担保していくのかといったような観点からのご意見が出ております。こう

いった幾つかの論点からのご意見をちょうだいいたしたところでございます。 
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 これらに対しまして、今回、私ども事務局といたしまして、先ほどご確認をいただきま

した幾つかの資料に基づきましてご説明をさせていただきたいと存じます。 

 それでは、誠に恐縮でございますが、資料５をご覧いただきたいと存じます。 

 私どもの消費生活行政、都の場合でございますけれども、国との違いといったようなこ

とが先般の部会等でご意見が出されているところでございますが、この図でお示ししてあ

りますとおり、右側のほうに国のほうの仕組みをお示ししてございます。幾つかの省庁に

わたりまして、法令でありますとか、いろいろな役割が定められているところでございま

す。 

 それに対しまして左側のほうでございますが、消費者行政に関係する都の主な部局とい

たしまして、基本的には生活文化スポーツ局という組織、その中の消費生活部、それから

消費生活総合センター、これが一体の枠の中で消費者行政、国で言いますと、例えば悪質

事業者の指導立入調査、行政処分などは経済産業省、それから架空不当請求対策などは総

務省、あるいは経済産業省、商品等の不当表示に関しては公正取引委員会でありますとか、

幾つかの省庁に分かれているような事業を、東京都の担当部局といたしましては一つの部、

あるいは、それと同じ枠の中にある消費生活総合センターといったような組織で担ってい

く。そのほか、例えば食品の安全といったものに関しましては、福祉保健局の担当部局が

協力・連携しながらやっていくというふうな形をとっております。実際、今回の調理冷凍

食品に関する原料原産地表示につきましては、福祉保健局と文字どおり一体になりながら

制度化を進めてきたところでございます。 

 それから、消費者相談から実際の事業者処分の至るルートにつきましても、東京都の場

合と国の場合とございまして、東京都の場合は、消費者から相談がありますと消費生活総

合センター、それから消費生活部が一体となりながら、行政に対する体制・対応をとって

いるというふうなところでございます。したがいまして、国のほうのいろいろな省庁縦割

りという中で、現在、消費者庁構想がございますけれども、一本化していくというふうな

動きがございますが、東京都の場合にはこういったすでに一体的な枠組みの中で執行して

いるところでございまして、ここでは福祉保健局だけ紹介をさせていただいておりますけ

れども、今回、第20次から、本日も書記として来ておりますけれども、安全の面で東京消

防庁、それから健康・食品というような観点から福祉保健局、それから環境と消費という

観点から環境局のほうからも書記として参加をしてもらっているところでございまして、
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東京都の場合、垣根の低い中で一体的にやっていくというふうな体制をとっているところ

でございます。 

 次でございますが、これも一つの例ということでございますけれども、多重債務問題が

非常に大きな社会問題になっておりますけれども、その一つは体制でございます。東京都

の場合、資料６をご覧いただきたいと存じますけれども、資料６の右側のほうに多重債務

問題対策庁内連絡会議というふうなもの、それから左側のほうには多重債務問題対策協議

会、外部の民間団体の方にも入っていただきながら、こういう二つの体制の中で、真ん中

のところに五つの部会をお示ししているところでございます。情報連絡部会、相談部会、

生活再建部会など、五つの部会がございます。 

 恐縮でございますが、１枚おめくりいただきまして、資料６－１、これが全体の委員の

方の名簿でございますが、その次に情報連絡部会の委員の方々が入ってございます。それ

から、もう１枚めくっていただきますと、相談部会の委員の方々ということでございます。

例えば、この相談部会でご説明を申しますと、部会長がセンターの所長になっております

けれども、例えば日本司法支援センターであるとか、第一・第二東京弁護士会、それから

全国クレジット・サラ金被害者連絡協議会、こういったような民間の方々にもメンバーと

してお入りいただいております。それから、その次のぺージをおめくりいただきたいと存

じますが、生活再建部会、これは部会長が福祉保健局の参事が務めておりまして、同じよ

うに民間の方々も入って活動しているところでございます。この全体の会長としては、私

どもの生活文化スポーツ局長が務めております。つまり、どういうことかと申しますと、

生活文化スポーツ局長のリーダーシップのもとに、生活文化スポーツ局だけではなくて、

他局の部長級の職員も入りながら、部長級の職員が部会長になりながら、その上で民間の

方々にも入っていただいている。つまり、全庁的な体制の中で部会長が責任を持って、そ

して民間の方々の注目も浴びながら、例えば多重債務問題の対策を進めている、こういう

体制でやっているというふうなことをご理解いただければというふうなことでございます。 

 以上が東京都の消費生活行政の進め方、具体例も含めまして、一体的・全庁的な仕組み

の中で現在進めているというふうなことをご説明いたしたいということでございます。 

 続きまして、資料７でございます。これも一つの例でございますけれども、消費生活行

政の施策の進め方の例でございます。一例といたしまして、消費者教育ということで、こ

こにお示ししてございますのは消費者教育を進めていく進め方の例でございます。消費者
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教育でございますけれども、この資料７の左側のほうにお示ししてございますけれども、

学習指導要領が改定されまして、教育現場においても正式な形で金融経済教育というもの

が小・中・高に盛り込まれていくということが決まっております。ただし、まだそれまで

には、例えば小学校であれば平成23年度から、高等学校であれば平成25年度からというこ

とで、まだちょっと時間がかかるというような状況がございます。 

 また、学習指導要領による教育というものも、昨今、いわゆる「ゆとり教育」の見直し

の中で学科の教育に非常に力を入れていくという方向の中で、どの程度できるかというの

はまだいろいろこれからの問題ということになるわけでございます。実際、若い人たち、

これから社会に出て行く人たちについて、基本的な金融経済に関する知識が不足している

がために、いろいろな消費者被害が生じているという現実がございます。そういったもの

にどう対応していくかということでございまして、東京都といたしましては、多重債務問

題改善プログラムの目標というようなことで示してございますけれども、要するに、東京

都の場合、23区26市、そのほか町村がございますけれども、こういう金融経済教育につい

て非常に積極的な姿勢を持っている区市がございます。そういった積極的な取組をしよう

としている区市に東京都のほうからいろいろな形で働きかけて、そういった区市がモデル

的に先行して既存のいろいろな教材の取捨選択、あるいは実際のやり方であるとか、そう

いったものを進めていく、そういうモデル的な取組をまず先行させていく。その上で、周

りのほかの区市町村にも普及していく、そういった運動論的な展開を消費者教育として進

めていこうではないかということで進めている、そういった一つの例として今回ご紹介さ

せていただいているものでございます。即ち、東京都が中心になって一体的にやっていく

という方向もあれば、こういった課題によりましては、いろいろ円滑に、具体的に、現実

に即して運動を進めていくというやり方もあるというふうなことでございます。 

 次のぺージ、資料８でございますけれども、今度は逆に高齢者の方々の被害も非常に多

く見られるところでございます。この高齢者の消費者被害対策につきまして、東京都の仕

組みでございますけれども、このペーパーの中ほどに「要件１」から「要件４」まで一応

ございます。要するに、東京都といたしましては、高齢者の消費者被害、最近、ひとり暮

らしの高齢者も増えておりまして、話し相手がなかなかいない。そういった中で、言葉巧

みな勧誘等によりまして次々販売等の被害に遭っているというような例が多くあるわけで

ございます。そういった中で、やはり地域の見守りの中でそういった被害を防止していく
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ということが重要になるのではないかという視点から、東京都としては、地域における仕

組みづくりのガイドラインをお示しいたしまして、23区26市町村のほうにガイドラインを

お示しして、それぞれの地域、あるいはそれぞれの地域における高齢者対策の仕組みの現

状といったものを踏まえていただきながら、私どもとしては要件の四つを満たすというこ

とで、それぞれの地域における仕組みを構築していただきたいというふうなことでお勧め

をしていくというふうなやり方で取り組んでいるところでございます。 

 その次に、資料８－１というのを綴らせていただいておりますが、これをご覧いただき

ますとおわかりのとおり、昨年末の時点でこの四つの要件を満たしたガイドラインに基づ

いてそういった仕組みづくりをしている区市町村が14区11市になっているということでご

ざいまして、平成18年以来、このガイドラインをお示ししておりますけれども、短い期間

の中で、それぞれの地域においてかなり積極的に取り組まれているというのではないかと

いうふうに考えているところでございます。それぞれの地域の見守りネットワークの取組

の事例を参考までにその後ろに何枚が綴らせていただいているところでございます。要は、

それぞれの地域の特質に合わせたいろいろなネットワークを構築しているというふうな一

つの例でございます。こういったように、高齢者の消費者被害の防止についても、区市町

村を巻き込みながらといいますか、一緒になりながら、東京都としても消費生活行政を進

めていっているというのが現在の取組でございます。 

 続きまして、今度は安全という観点、あるいは情報の一元化という観点からいろいろご

意見をちょうだいしたところでございます。それに関しまして、東京都の現在の取組をお

示ししているものでございますけれども、資料９でございます。「事故を未然防止するた

めのシステム」ということで、白黒でちょっと見づらいのですけれども、事故の未然防止

ループということで、例えば左上のほうに都立病院、それから東京消防庁の医療情報であ

るとか救急情報、そういったところから事故情報を収集してまいりまして、似たような例

がないかというようなものを国民生活センターのＰＩＯ－ＮＥＴや私どものメコニス、こ

れは後ほどちょっとご説明申し上げたいと思いますけれども、こういったものも活用しな

がら、機動的に現場の調査に入っていく。また、事故情報の分析、商品テスト、これもい

ろいろな機関がやられておりますので、そういったところの情報も活用しながら、そして

また、具体的な防止対策を検討し、そしてまた、一般に都民に情報発信をしていく。国に

対する要望でありますとか、事業者に対する要望、あるいは指導、それから消費者に対す
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る周知、こういったような一定の事故あるいは事故の兆候等があれば、未然防止のループ

に従ってきちんと円滑にやっていこうではないかというふうな、都民の安全を守るための

システムということで都は取り組んでいるところでございます。 

 それから、その次でございますけれども、今度は相談の関係でございます。資料10をご

覧いただきたいと存じます。雑駁な資料で誠に恐縮でございますけれども、「都の消費生

活相談等の体系」ということで簡単にお示ししてございます。都民、消費者でございます

けれども、東京都の場合、在住・在勤・在学の方々を中心にして、この消費者の方々と都

の消費生活総合センター、あるいは区市町村の消費生活センターといったところとの結び

つきをイメージ的に概念的にお示ししたものでございます。都の相談の特質でございます

けれども、一番中ほどに書いてございますけれども、相談ということで①から⑨まで、こ

れは消費生活総合センターにおきましては、平成19年度で申しますと年間４万件を超える

相談がきているところでございます。いろいろな分野の相談があるわけでございますけれ

ども、東京都の場合は、専門分野と申しますか、美容あるいはエステの関係であるとか、

学習教材の関係の訪問販売等、あるいは不動産、あるいは金融関係のジャンルであるとか、

そういったそれぞれのジャンルごとに相談員がグループをつくりまして、その専門のグル

ープが専門的にその分野の相談を受け付けるということで、あれもこれもということでは

なくて、その分野に関しましていろいろなノウハウを蓄積しながら、非常に複雑化・高度

化する相談にできる限り応じていくというふうな体制をとっているところでございます。

これが東京都の相談の非常に大きな特質ではないかというふうに考えております。 

 それから、もちろん身近な区市町村の消費生活センターにもいろいろな相談が入ってく

るわけでございますけれども、それらとも私どもは非常に密接に連携をしながらやってお

ります。例えば、同じ業者の案件であれば統一的に処理していこうではないかと。それか

ら、東京都の相談に入ったいろいろな事例であるとか、あるいは緊急被害情報というもの

もきちんと区市町村のほうに情報をお示ししていく。あるいは技術的な支援、あるいは商

品テストといったようなものも、区市町村のいろいろな人たちにもお知らせしていく。そ

れから、相談マニュアル、これは私どもでそれぞれ専門分野ごとにかなり緻密なマニュア

ルをつくっております。これは当然、手の内を知られるといいますか、そういったことも

ございますので取扱注意のものでございますけれども、こういったものもきちんと区市町

村のそれぞれのセンターのほうにもお示しをしていく。あるいは、年間 200件ぐらい、実
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務相談メモといったようなことで、本当に相談の現場でどういう問題が生じているのかと

いうことを、区市町村のほうにきちんと情報を伝えていく。それから、今年度からでござ

いますけれども、支援サイトということで、ＷＥＢ上でもＩＤ、パスワードをきちんと整

えた上で、そういった実務的な支援を図っていくというふうな取組を始めたところでござ

います。それから、もちろん区市町村の相談員の方々に対する研修でありますとか、ある

いは相談アドバイザー制度、外部の専門家も含めた、そういったアドバイザー制度も加え

て支援をしていく体制をとっております。その他情報連絡会等もございます。 

 それから、一番下の箱に書いてございますけれども、ＰＩＯ－ＮＥＴとメコニスでござ

います。これは、実質的にはかなり一体的に区市町村のほうの端末からＰＩＯ－ＮＥＴ、

あるいはメコニスのほうに随時情報が入れられるような形になっております。ただ、運用

がシステムのホストとしては、ＰＩＯ－ＮＥＴは国民生活センター、それから東京都のほ

うにはメコニスのサーバがセンターのほうにあるというふうな関係になっております。こ

ういった中で、一番右側にお示ししてございますけれども、いろいろな問題等があれば、

行政として事業者に対する調査指導、あるいは行政処分、あるいは危害・危険防止対策と

いうふうなことで、的確に対応していくというふうな流れをお示ししたものでございます。 

 以上が相談の関係でございます。 

 このように、東京都の場合、先般いろいろご意見をいただいたところでございますけれ

ども、特に消費生活総合センターの機能を十分に発揮していきながら、それから区市町村

とも十分に連携を図りながら、行政と相談部門一体になって、できるだけ消費者の目線に

立ちながら事業を進めているというところでございます。 

 それから最後に、先般、詫間先生のほうからご指摘いただきました図書資料室につきま

して、飯田橋のほうにございますので、本当に簡単でございますけれども、リーフレット

をお配りさせていただいたものでございます。ここでいわゆる消費者行政に関する資料等

もかなり取り揃えておりまして、いろいろな団体等に活用されているところでございます。 

 以上、非常に雑駁ではございましたけれども、前回のご議論を踏まえさせていただきな

がら、現在の東京都における取組を中心に、それに対するご説明ということで申し上げさ

せていただいた次第でございます。以上でございます。 

○池本部会長 ありがとうございます。的確な資料をご準備いただきましてありがとうご

ざいました。 
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 さて、それでは、今のご報告も踏まえて、全体的な審議に入っていきたいと思います。

まず最初に、消費生活部長から発言の申し出がございますようですが、お願いいたします。 

○消費生活部長 今、大野副参事のほうからいろいろご案内を差し上げたところですが、

もちろん、すべてこれでよしというふうに考えているわけではなくて、とにかくわれわれ

のほうも実効ある消費者行政を展開したいということで、こういったいろいろな工夫をし

ながら取り組んでいるという、その辺の実態をまずご理解をいただいた上でご議論いただ

ければと、そういう趣旨でございます 

 それで、私のほうから、ご審議いただく前に、消費生活行政を所管する立場として今ど

ういうことを考えているか。ちょっと失礼な言い方で申しわけないのですが、この部会に

どういうことを期待をしているかということ、これはわれわれの思いとしてお話をさせて

いただければと思いますので、ちょっとお時間をいただきたいというふうに思います。 

 ご案内のように、国のほうでは消費者行政一元化ということで、その旗印のもとに今推

進会議が早晩その辺の方向性を示したものがまとまって出てくるのではないかというふう

に期待をしているところですけれども、ただ、私たちは、実際に消費生活行政を東京都と

いう立場でやっていて考えることですが、消費者行政一元化という名のもとに、地方分権

といいますか、地域のことは地域でできることはやっていくという思想、その推進の取組、

流れというものに竿を差してほしくない、逆行してほしくないというふうに思っています。

やはりこれからは地域経営の時代であるわけですので、もっと地域が本気になって住民の

福祉の向上のために取り組んでいく、こういうことが非常に大事ではないかというふうに

思っています。 

                （追加資料配付） 

○消費生活部長 なぜこんなことを申し上げるかといいますと、今これからお配りするの

ですが、先般、第19次のこちらの審議会のほうで、食品の原料原産地表示について、その

あり方について答申をいただいて、私どものほうも、知事がその内容に沿って告示をする

ということで今手続を進めているところであります。もうすでにＷＴＯの関係のほうも具

体的に進んでおりまして、今後、特段の事情がなければ、８月の上旬にも告示の本格的な

手続の準備もできるのかなと、こんなふうなことで今進めているのですが、実は昨日、今

お配りしておりますけれども、農水省のほうから私あてに通知文がまいっております。 

 ご覧いただきますように、最初前段のほうは、今回のわれわれの取組について有意義だ



 13

というふうにおっしゃってはいただいているのですが、中をどんどん見ていきますと、要

するに法律の枠組みの中でとにかく頼むと。更に、パンフレットをつくって周知しろとか、

いろいろな機会を通じて事業者の対応に齟齬が生じないようにと。これは言われるまでも

なく、どんどん準備を進めておりまして、例えば今お配りしておりますパンフレットもつ

い先日でき上がったものでして、議会の主要会派のほうにもいろいろご案内をしたり、も

ちろん、これ１枚でいいなんて思っていませんで、とりあえず、まず審議会の中でも、食

品の表示に関する制度そのものが非常にわかりづらいと。この辺を少しでもわかりやすく

都民に伝えてほしいということで、まず急いで第一弾をつくろうじゃないかということで、

本当の第一弾です。また、こういったものをお出しして、いろいろな都民の目に触れるこ

とによって、場合によっては、ここがわかりづらい、この辺をもっと教えてほしいという

ような声にぜひまた次の段階でお応えしようというようなことも考えております。それか

ら、「消費生活講座のお知らせ」というのを今お配りしてございますが、これは消費生活

総合センターのほうでこういう大規模講座を設けているのですが、その一環として、７月

14日にはシンポジウムを開こうと。後ろのほうにメンバーのお写真も載せてございますけ

れども、今回の審議会で答申をまとめていただく際に、部会の部会長としていろいろとご

尽力いただきました齋藤弁護士にコーディネーターになっていただいて進めていこうとい

うようなことで、われわれのほうはわれわれのほうできちんと審議会でいただいたことを

踏まえて進めていく準備を進めているところなので、われわれからすれば、言葉は悪いで

すけれども、確かに農水省は農水省としてのお立場もあると思うのですが、ぜひ東京都が

今回、知事が告示によって調理冷凍食品について、もちろんまだ十分じゃないですけれど

も、原料原産地の表示を少しでも進めていこうと。この動きを受けとめて、それに対して

国はどうするか。そちらのほうにもっと力を注いでいただければというふうに思うのです

が、要は、もうちょっとうがった見方をすると、一元化、一元化と言いながら、結局はこ

ういう体質が変わらないのであれば余り意味がないんじゃないか。屋上屋を重ねるような

ことがあってはいけないのではないか、そんなふうな危機感も持っております。ただし、

もちろん国民を大事にする、消費者を大事にするという姿勢はぜひ大事にして、実質的に

いい方向で進んでいっていただきたいことについては、われわれも大いに期待をしている

ところです。 

 ちょっと話が長くなって申しわけないのですが、それでは、どういうことをこの部会を
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通じて、あるいは審議会を通じて、われわれは国との関係で消費者行政の拡充といいます

か、充実に向けて進めていくのか。この基本計画の改定を通じてどうやっていくのかとい

うことですが、これはまだまだ雑駁なレベルで申しわけないのですが、今聞いているとこ

ろでは、８月の下旬に臨時国会が招集されて、消費者行政一元化に向けた一連のいろいろ

な法律の所管をどうするかとか、場合によっては新法もつくるとか、いろいろあるのでし

ょうけれども、そういったことが国会の中で論議される。私どものほうは、前回もお願い

申し上げましたように、７月下旬にはぜひ答申をいただきたい。それで、できれば21年度

の予算の裏づけをもって、計画を実行していくんだと。 

 もう一つは、実は今回の基本計画の改定を通じて、地方から国に対して提言をしていく

ということもやはり必要ではないか、こんなふうに思っております。答申を受けて計画を

改定する。それを世に問うということと併せて、当然のことながら、９月都議会にも報告

をして都議会でも議論をいただく。そういったさまざまな機会を通じて、国のほうに対し

ても働きかけていきたいと思っております。 

 それでは、その基本的な部分でどんなところが重要というふうに今現在、都が考えてい

るかと申しますと、もちろんいろいろなことを挙げれば切りがないのですが、総花的に挙

げても意味がない。基本的なコンセプトとしては、やはり地方の消費者行政の足腰をいか

に強くするか。これは消費者行政一元化に向けた国の取組を支える根本だろうというふう

に思っております。具体的に言いますと、三つ考えておりまして、一つは、これも国のほ

うの自民党のプロジェクトでもいろいろご提案もあったようですけれども、やはり相談窓

口体制をいかに強化するか。それから、そういった相談事業にも少しでも多く対応できる、

適切に対応できるような体制をとるか。サービス向上の面ですね。それを支える消費生活

相談員の方々の処遇といいますか、優秀な相談員を確保する必要がありますものですから、

やはりこれ抜きでは進められないだろうというふうに思っていまして、ただ、いろいろな

制約の中で、常勤化を図るべきというような意見もあるのですけれども、超長期的な目標

であれば、それはそれとして進めることについては当面は問題ないだろうと思うのですが、

中短期の目標として見ると、やはり改革論としてはなかなか難しいのかなというふうに思

っておりまして、やはりまず処遇を改善していく。サービス向上とセットで処遇の改善も

図り、優秀な相談員を確保して足腰を強くしていくというふうなことがまず大事なのかな

というふうに一つ思っております。 
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 それと併せて、やはり身近な問題は身近なところで解決するということで、東京都、つ

まり都県レベルだけではなくて、区市町村もやはり足腰を強くしていってもらいたいとい

うふうに思っていまして、ちょっと話はズレるのですが、よく情報の一元化というのが言

われるのですけれども、鳥インフルエンザのように、まさに国家的に防疫体制を引いて、

もちろん入口ではまず検査体制があって、場合によっては住民の移動を制限するとか、あ

るいは財物の移動も抑えるとか、それから適切な医療体制を講じる。そういったものであ

れば本当に国のほうに情報を素早く上げて一元的な対応をとっていただくというのが大事

なんでしょうけれども、食品の安全の問題も多分そうなのかもしれないのですが、一般の

消費者問題と言われるいろいろな消費者被害にどう対応するかとか、あるいはちょっとし

た事故などにも場合によっては身近なところで対応したほうがいい場合もあるわけですの

で、そういったことが、やはり消費者行政一元化、そして情報の一元化という名のもとに、

すべて何か国のほうに報告をすればいいんだというようなことで、基礎的自治体のレベル

で勘違いをされると、これは本当に地方の消費者行政の後退ではないか。この辺をもう少

しきめ細かく、国のほうにおいても論議していただく。こういう必要性も今回の相談窓口

体制の強化を、都レベルだけではなくて、区市町村レベルも含めて主張していく中で、そ

の辺の論議を深めることを一つお願いしたいのかなというふうに思っております。 

 それから、二つ目ですが、取引指導のところでちょっと申し上げたいのは、東京都は19

次の消費生活対策審議会の答申を受けて、これまでの指導中心から処分重視ということで

悪質事業者を締め出して、健全な経済活動、商業活動というものをきちんとしたものにし

ていく、それを支えていくんだというようなことで取り組んできてはいるわけですが、た

だ、実際われわれ現場としても、処分をすればそれでいいのかという疑問がありまして、

中には立入検査に入った後、人間でいえばもっと真っ当な人生を歩みます、企業としても

真っ当な企業になりますということで、外部委員も入れて、例えば具体的に言えば弁護士

さんなども入れて、コンプライアンスの徹底・改善を図ろうというようなことで取り組む。

もしそれが本気になって取り組んでいただけるのであれば、業務を停止することに入る前

に、少し猶予を置いてその取組を見てもいいのかなと。また更に、今現在、やり得になっ

ているような、つまり悪質事業者が悪質な商法を通じて得た利益を吐き出させるべきだと

いう議論もあるわけですけれども、これももちろん国においてどういうふうに法律によっ

て進めていくのか、いろいろ議論もあったり、いろいろな案もあるのですけれども、時間
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もかかるわけですが、例えば今、私どものほうとして考えているのは、処分執行猶予付き

警告指導のような形で、できればもっと消費者保護の観点に立って、真っ当な企業になっ

てもらう中で被害金を返すというような作業にも当たらせるとか、何かそういうようなこ

とももっと考えていっていいのではないか。この辺も一つの提案として出していくことも

必要なのかなというふうに思っています。具体的には、経産省のほうともそういった処分

をするにおいての基準づくりにもこの辺もひとつ加味してはというようなことで、具体的

に今、経産省のほうもそういった一つの減点といいましょうか、例えば、特商法のこうい

う規定に違反したときは６カ月だと。しかし、こういう取組をしているということであれ

ば３カ月にしましょうと。そういう減点と言うと変な言い方ですけれども、処分をするに

必要ないろいろな基準の中でそういったものも加味していこうというようなことについて

も、今、賛同いただいているところであります。 

 それから、三つ目ですが、これは情報一元化のところとも絡むのですけれども、地方に

おいては、特に法を執行する、あるいは具体的な住民の安全を図るということで大事なこ

とといえば、必要なところに大事な情報をいかに届けるか。この辺をもっと真剣に考えて

いかなければいけないのかなというふうに思っています。ともすると、われわれ行政は、

いろいろな調査なり試験なり実験なりによって得られたデータを報告書としてまとめて、

そしてプレスすれば、何かそれでおしまいというようなところもあるのですけれども、ち

ょっと具体的な例で申し上げますと、今、詫間先生がいらっしゃいますが、詫間先生が委

員長になっていただいて、東京都のいわゆる商品の安全問題を論議して、いろいろな具体

的な対策を打ち立てて、先ほどもちょっとご案内申し上げましたけれども、国とか、ある

いは関係業界などにもいろいろ提言をする。直していただこうと。あるいは、国にはＪＩ

Ｓ規格なり、そういった安全規格なりにも取り組んでいただこうというようなことでいろ

いろ進めているのがあるのですが、去年は子どもの衣服について安全対策の提案をいただ

いた。これは、実はリーフレットをつくったんですけれども、30万部印刷をして、そのと

きに考えたのは、やはり本当に必要なところに届けようということで、これは詫間委員長

にもお願いをして、実は安全問題協議会で議論をしている途中から私立幼稚園の団体から

代表を出していただいてご協力をいただくというような、そういう一つのルートをつくっ

て、３歳児から５歳児を抱えておられる家庭全部に届くようにということで、全公立・私

立の幼稚園、保育所を通じてお配りをしたという一つの例があります。 
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 もう一つ、今取り組んでいるのは、これは東京の消費者団体連絡センターが、先般改正

をした都条例の規定などもいろいろ勉強していただく中で、「悪質な訪問事業者お断りシ

ール」というなかなかいいものをつくっていただいた。これを更に広げていく必要がある

んじゃないかということで、現在、消費者団体の皆様方が東京都と一緒に消費者月間事業

というのを進めているのですが、そこで、できれば20万枚、30万枚というようなオーダー

で新しいものをつくって、更に、これを実際に高齢者の方々にお届けするにはどうするか

ということで、今、町会連合会のほうともお話をして、ご協力をいただく中でお届けしよ

うと。そういう高齢者との関係での一つのルートをつくっていこうというような試みもし

ております。 

 それから、先ほどの安全問題協議会で、今年報告をいただいた折り畳みいすとか、折り

畳み製品についての危害・危険を防止しようというようなことでのリーフレットも今現在

は 100万枚印刷しようということで、これは幼稚園とか保育所だけじゃなくて、小学校と

か、あるいは公共施設などにも届くようにということで。いろいろな話を申し上げたとこ

ろですが、とにかく本当に有用な情報を、本当に必要なところにいかに届けるか。この辺

は地方ならではでなせることなのかなと。情報の収集の一元化とか何かいろいろなことを

言うのですけれども、やはり一番欠けているのは一体何だというような問題意識の中で考

えていくと、今申し上げたような３点あたりはぜひ重点的に今回の改定基本計画の中に位

置づけて、本当に提言などというふうな形になるのかどうかちょっとわからないのですが、

それはいろいろとまた委員の皆さん方のお知恵をいただいて進めていきたいと思うのです

けれども、今、そのようなことを考えているところであります。 

 ちょっとお時間をいただきましたけれども、どうも済みませんでした。お願いいたしま

す。 

○池本部会長 ありがとうございます。非常に意欲的な方向で検討していただいていると

いうことでうれしく思います。 

 さて、それでは、委員の皆さんからこもごもご意見をお願いしたいと思います。どなた

からでも結構ですが。 

○長田委員 本当に意欲的なお話をいただいたと思いますけれども、それをより具体化し

て書いていかないと、気持ちだけではなかなか都民に伝わらないと思うのです。どれだけ

具体的に、予算的措置も考えて21年度の計画にということを今おっしゃっていましたので、
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もうかなり具体的な動きや取組をもししておられるのであれば、それをぜひお話をいただ

いて、具体的にこの基本計画に書き込んでいけばいいのだろうと思いました。 

 それで、幾つか思ったのですが、まずすごく瑣末なところからというとあれですが、セ

ンターの相談のフロー図みたいなものがありましたね。「都の消費生活相談等の体系」で、

これが確かに都の消費生活相談センターでやっていらっしゃるお仕事ということになるの

だと思いますけれども、もし書いていただけるのであれば、適格消費者団体との連携とい

うところを、弁護士会との連絡会議等とか、どこかそういうところは業界団体連絡会議な

どに入っているのかもしれないですけれども、せっかく連絡会をつくっていらっしゃるし、

消費者団体との連携ということでは、それをきちんと具体的に、また、これが資料として

出ていくというようなことがあれば書いておいていただいたほうがいいと思いました。 

 これを見ていて思ったのですけれども、先ほどからのお話でも、とにかく相談を受け付

けたところから問題点を見い出して、それを具体的に指導や処分が必要であればそれにつ

なげる。それから、都民への情報提供をしていくというところの、そこに消費生活相談セ

ンターの相談員の皆さんがぜひご活躍いただけるといいのではないかというふうに思って

います。といいますのは、私、情報通信の世界の幾つかの国の会議に出ていて、その中で

電気通信利用者サービス懇談会というのがあるのですけれども、そこで今、電気通信の世

界での消費者保護はどういうことをすればいいのかということを検討している中で、この

間、齋藤雅弘さんもおっしゃっていたのですけれども、やはり実際に相談を受けている人

たちの声を、国の会議でもきちんとその場で聞くべきだと。何か報告が紙で上がってきて、

こういう傾向ですということじゃなくて、実際受けているときに、法律がこういうふうだ

からすごく使いにくいんだとか、こういう仕組みがないと解決できないんだとかという具

体的な話をやはり生で聞くべきだというお話がありました。私も本当にそうだと思います。

それで、ご協力をいただいて、センターのところにお話を伺いに私も参りますけれども、

一般人なのでなかなか細かいところまで聞けないこともあります。でも、かなり具体的に

いろいろなことを教えていただきます。でも、私がそれを代弁して伝えるよりは、直接話

していただいたほうが法律の改正を考えているような人たちにはずっと響くのではないか

と思います。総務省からも何度も調査でセンターのほうに行ってお話を伺うということは

してもらっていますけれども、それはやはり国と都との関係であって、委員みんながそれ

を共有化することはできないので、先ほど地方から国への提言とおっしゃいましたけれど
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も、そういうここのところでのもう少し具体的な提言もできるような仕組みづくりにもぜ

ひ取り組んでいただきたいと思いました。 

 今回の国の一元化にまつわるいろいろな検討の中で、地方と国との関係というのがいろ

いろあると思いますけれども、東京都は地方のトップランナーとしてのこういう形という

のをバンと打ち出して、なかなかそれについて来られない消費者行政が、本当にちゃんと

予算が取れていないような地方は、そこが持ち上がってくるような、何かそういう仕組み

になれればいいのかなと思いますので、今、都がやっているものをより発展させる方向で

の提案をぜひ基本計画の中にも書いていただきたいというふうに思います。 

○池本部会長 ありがとうございます。ほかにいかがでしょうか。 

○夷石委員 部長の熱意がひしひしと感じられまして、まさにそのとおりだと思っており

ます。特に消費者政策一元化については、国に持っていく前に地方自治体でやるべきだと

思っていまして、消費生活問題というのは本当に生活の基盤の問題であって、地域住民の

安全、生活の安心のためにやるべきであって、国がやる前に情報を身近なところで察知し

たら、そこで迅速に対応すべきだと思っておりますので、まさにそれを今回の計画の中に

盛り込んでほしいと思っております。 

 それは総体的なことですけれども、今、長田委員のほうから相談についての指摘の部分

がありましたので、私も資料10のところで、国への提言の問題、国への施策に上げるとい

うところがちょっと抜けているのかなというのが感じられました。 

 それと、これは相談だけでもないんですけれども、最初の資料１のほうにも、国の施策

と都の施策の違いは出ているのですが、すべてにおいて区市町村と都の役割分担をしっか

り明確にすべてのところで位置づけて、施策に取り組んで書いたほうがいいのではないか

と思っております。特に、今回の相談のところにおいても、今の現状をここに書かれてお

りますけれども、これはこれで先進的にやっていただくのは結構なことですけれども、こ

れからどういう計画をするかといった場合などは、やはり先ほど言いました国へ情報を上

げるときに、私も、国の人たちからちょっと聞いたことがあるのですけれども、いわゆる

ＰＩＯ－ＮＥＴ情報を見たら、それは都の問題だけではないのですけれども、情報がもっ

と中身の濃い、行政処分にもつながるような特徴的なものがきちんと書かれている情報か

と思ったら、みんなパターン化していて処分の参考にもならない。事業者の件数的なこと

にはつながっても、中身が書かれないというのは、相談員の人たちの教育の問題があるの
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かなと思っています。要するに、相談員の意識改革、個別相談処理で相談処理をしている

だけではないんだと。さまざまな施策、行政処分とか、法律改正とか、消費者啓発につな

げるというような施策へ転換するために、だからこそ行政が民事不介入原則の中で相談処

理をするんだという意識で、記録をきちんと網羅して、その取引の特徴とか問題点をしっ

かり、今のメコニスを、これはＰＩＯ－ＮＥＴと同じルートでＰＩＯ－ＮＥＴ自身が改革

しないといけないんですけれども、件名の数が少ないとか、概要を書く欄が少ないという

こともあるかと思いますが、そこをちゃんと教育をしていかないといけないのかなと思っ

ております。 

 それで、都と区との役割分担としては、やはりセカンドオピニオンとしての都の相談員

の役割というのを認識してもらわないといけないのかなと思っています。国民生活センタ

ーなどで移送相談というのを打ち出しておりますけれども、あそことの違いは、東京都は

国民生活センターに都内の区市町村は言わないで、都に聞けばいいというような形をとっ

ていただきたいのですが、今なかなかとれないというのが区の相談員のほうからの意見な

んです。情報交換会のときにいろいろ貴重な資料を出してもらって、それは参考になるけ

れども、区から困ったときに問い合わせしても、そこをノウハウを教えて、こういうやり

方ですというようなことの助言をいただくという機能が薄れているのではないか。その辺

を相談員の人たちがやれる体制をしてほしいというのが、細かい能力向上の中の一つの目

安として出していただければと思います。 

 それとまた、システムとしてもう少し考えていただきたいというのは、区市町村で受け

られない相談を都がやるべきではないか。それをもう少しＰＲして打ち出していいのでは

ないか。例えば外国人からの相談、障害者からの相談、新手商法への対応のノウハウにつ

いて集中的に受けて、それを区市町村に投げかけるという処理について情報提供するとい

うようなことで、区市町村との相談を、全体的に窓口が少ないので、直接相談をもちろん

やるべきではありますけれども、めり張りをもう少しつけて相談対応は考えていって、そ

れを新しい施策として盛り込んでもらえないかというような感じを持っています。とりあ

えず、今は相談について少しお話しさせていただきました。 

○池本部会長 ありがとうございます。ほかに。 

○消費生活部長 今、お２人の委員のほうからお話をいただいたわけですけれども、大変

重要な視点といいますか、われわれもそういう問題意識を持ってやらなければいけないな
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というふうに思うのですけれども。今日は、消費生活総合センターのほうからも２人の課

長もこの場におりますので後でまたお話をしてもらおうと思うのですけれども、一つは、

例の適格消費者団体については、これは昨年の８月に連絡会を東京都のほうでつくってお

りまして、消費者機構日本と全国消費生活相談員協会、通称「全相協」、この二つの団体

の代表、そして区市の代表も入れて、それから私どもということで。本当に団体訴権が有

効に機能していくためには、非常に大事な情報を的確にお伝えする、双方の信頼関係をい

かにつくっていくか、この辺が非常に大事なので、定期的に連絡会を持って進めていると

ころなので、その辺はやはりこの体系の中にきちんと位置づけるべきだということはおっ

しゃるとおりだと思います。 

 また、財政的な支援については、いろいろ難しいのですけれども、実は今年度から東京

都も「消費者機構日本」の賛助会員になって、賛助会費をお支払いするという中で、少し

でも財政基盤の確立といいますか、それに寄与すればというようなことで。全相協につい

ても、もうすでに賛助会員として毎年、都から50万円、会費を出しているというような実

態がございます。 

 それから、二つ目ですけれども、やはり生の声というのは非常に大事ですけれども、こ

れは具体的に国のほうにそういったものを届けるに当たって、何かいい方法といいますか、

誰がどういうふうにするとか、そういうような案でもあれば参考までにお聞かせいただけ

ればと思うのですけれども。 

○長田委員 センターのほうから発信していくというのはなかなか難しいかもしれないの

ですが、少なくとも国が聞きたいと思ったときに、どういう形でお願いすればいいのかと

いうところをまず確認しておいていただければ、多分、オーダーはすごくたくさんあると

思います。私がご紹介しただけで、総務省から去年だけで３回、センターに相談の内容の

ことについてヒアリングに行ってもらっているのですけれども、きっとそれは消費者教育

のほうも含めるともっといっぱいになると思いますので、相談課に申し上げればいいのか。

とにかく、国の人は何も知らないというのが正直なところなんです。内閣府の国民生活セ

ンター系の人たちは、都のセンターの動きとかみんなご存じかもしれませんけれども、そ

れ以外の縦割りの弊害というものだと思いますけれども、本当にそういう組織へ行って話

を聞けるんだということすら何も知らないので、こういうところがあって、ここにはこん

な情報がたくさんあるんだということを、少なくとも今回、多分、一元化のところで各省
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庁に消費者行政担当のところを明確に置いてというようなことになると思いますので、そ

ういうところには、こういう組織があって、こういうところでちゃんと話ができますとい

うようなことを宣伝していただきたいというふうに思います。 

○消費生活部長 その辺ですけれども、相談課長、どうですか。 

○消費生活総合センター相談課長 今、長田委員からお話がありましたように、特に長田

委員経由で総務省関係が何件か、あるいはまた、内閣府からもお問い合わせいただいたと

きに、個別には今できる限りお答えしているような状況でございまして、私が対応するよ

りも、やはり実際に受けている相談員がお答えさせていただいたほうが、より実のあると

言うとあれですけれども、具体的なお話をさせていただけるのかなというのもございます

ので、それが何らかのルートづくりなり、形づくりなりということについては、またちょ

っと検討させていただきまして、できる限り情報発信をできるようにしていきたいという

ふうに考えております。 

○長田委員 済みません、一つ忘れていました。場合によっては、直接、本当に消費者保

護のルールづくりみたいなものをするところの会議であれば、都のセンターから委員とし

て相談員を推薦するということはできないでしょうか。要するに、東京都のセンターを代

表してとか、東京都を代表してということになると難しいのかもしれませんけれども、そ

この専門の相談をやっている方としての何かを出していくということは可能かどうか。 

○消費生活総合センター相談課長 生の声ということと、委員会なりでの委員としての発

言ということは、あるいは東京都を代表としてというようなことになってまいりますと、

少し異なる部分もあるのかなと思います。実際に事務室で現に生の声をどんどん伝えてい

くということは非常に有意義だと思いますが、委員等についてはまた検討させていただき

たいと思います。 

○池本部会長 ありがとうございました。今のことに関してだけちょっと私見、感想を言

いますと、むしろ国に対して今回の消費者行政一元化の流れの中で提言をしていくべきだ

ということは大賛成なんです。それこそ、今度７月に全体会でこの基本計画を出すととも

に、都として何をやるかだけではなくて、併せて国に提言もまとめて、それも全体で承認

を得て執行できるような流れに間に合わせたほうがいいと思っているぐらいです。そうい

う中へ、先ほど部長から指摘があった、情報一元化というのは国が吸い上げるから出して

くださいという一方通行ではなくて、むしろ各自治体が独自性を発揮してやっていくこと
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が重要であるというのも非常に重要な指摘ですが、そういう幾つかの項目を今回の消費者

行政推進の中の柱の留意点として提言をしていくというものを並行してまとめていっては

いかがかなというふうに思います。 

 済みません、ちょっと私のほうからでしたが、ほかの皆さん、いかがでしょうか。 

○矢野委員 幾つか意見を述べさせていただきますが、この部会自体が非常に限られた回

数の中で最終答申を出さなければいけないということでは、今日も含めて、あと３回、４

回の中で、私どもが最終的にどういう形を整えて部会としての答申にしていくのかという

ところはまだ余りつかめ切れていないものですから、この間、何回も出ています資料の、

前回ですと資料３の部分を膨らませていくことになると思うのですが、一つには、今回、

消費生活をめぐる主要な課題というのが出ております。この主要課題は大きくは三つの柱

になっておりますが、この課題と実際の政策課題、施策の方向との連携というか、関係性

が私はまだつかみ切れていないのですが、実はこの間、情勢が非常に加速度的に変化して

いく中で、予測もつかないような状況が出てきております。特に食糧危機の問題とか、そ

れと、一方の消費者庁に関する消費者行政の変化の問題もありますが、もう少し主要な課

題のところが、まさにこれから５年間と直近のところで、東京都として何を情勢的に捉え

ながら重点を入れるのかということを、もう少し１、２、３のところを整理をされた上で、

先ほど部長がお話しになりました主要な課題のところは２の４のところに当たるとは思う

のですけれども、そういったところがめり張りができればと思っております。ですから、

主要な課題と政策課題、施策の方向が一つの図表的にまず関連性を持って指し示されるよ

うなまとめ方ができればいいなと思っております。 

 それから、今日はすべてのところにわたって意見を言ってよろしいですか。 

○池本部会長 はい。 

○矢野委員 では、幾つかありますので、順番に資料３に基づいて幾つか意見を言わせて

いただきます。 

 一つは、６ぺージの政策課題のところになりますが、先ほどちょっと申しましたけれど

も、食糧危機的な状況がある中で、１－２の「商品・サービスの安定的な供給」のところ

を、これは国の施策のところに非常に及んでしまうのですが、大きな生産地を抱えていな

い東京都が、今後の状況の中でいかに都民に食糧を安定的に供給するのかというところを

どういうふうに考えていくのか、次回のところでも少し考えていらっしゃるところがあれ
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ば出していただきたいことと、加えて、ここには出ていないのですが、一つは価格に対す

る対応です。物価上昇が続いておりますし、特に便乗値上げ等の対応、それから買い占め

も一部消費者の中には消費者行動として出てきているわけですけれども、そういった状況

を踏まえながら、食糧の安定供給に対して東京都は何をしていくのかというところが１－

２のところで少し関係してくるかなと思っております。 

 それから、１－５のところですが、「安全上特に不利な立場に立つ都民への支援」とい

うところで、文章の中には「高齢者や障害者」という言葉が出ているのですが、実際には、

具体的な施策のところは、一覧表を見てもなかなか障害者対応のことがまだ出ておりませ

ん。この辺についてはどういうふうに捉えていらっしゃるのか、またご説明なり提案があ

ればお聞かせ願いたいと思いますし、私は、全文でそういう高齢者、障害者等を入れてあ

るのであれば、やはり障害者に対する今後５年間のところでの何らかの対応も必要かと思

います。 

 それから、不利な立場に立つというところでは、高齢者、障害者もありますが、幼児と

か若者ですよね。消費者被害とも関連しますが、そういったところへの対応については基

本計画の中ではどういうふうに捉えていくのかというところがあります。 

 それから、８ぺージから９ぺージにかけて、３－１の「消費者被害の防止」に関してで

すが、ここでも、どちらかというと一番被害が多いのは高齢者ですが、特に東京都のほう

も若者に対する対応は非常に推進していらっしゃいますから、そういった意味でも、若者

対応については、やはり引き続き入れ込むべきではないかと思っております。 

 それから、９ぺージの政策課題４ですが、これは平成９年につくられたときの計画でも、

政策課題の立て方自体は同じだとは思うのですが、言葉として非常にわかりにくいのが

「消費者意向」で、「意向」という言葉はふだんは余り使わないというか、この計画はや

はり都民にわかりやすい計画で、自分たちに実際に役立つ計画であるという意味では、今

回のところでは少しわかりやすい言葉に置きかえて、更に政策課題を引き続き提言してい

くことは大事ではないかと思っています。政策課題４の３行目から４行目にかけて「消費

者意向の社会経済活動への反映」と書いているのはやはりちょっとわかりづらいと思いま

すので、その辺を少し砕いていただければと思います。 

 それから、10ぺージの４－２の「消費者教育・啓発の推進」で、今日は金融教育に関し

て事例を説明していただいたのですが、一つは、食育推進計画との整合性をどういうふう
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にとっていくのかというところで、食育までの及ぼし方がなかなか消費生活行政の中では

どう関わるのかなというのは私もまだ十分つかめてはいませんが、その辺の取り込み方を、

具体的な政策の例の中では情報提供ということにとどまっていますが、もう少しほかの計

画との整合性をとって取り込んでいく必要があるのではないかと思っています。 

 それから、消費者教育の推進に関しては、先ほどモデル的な取組をつくり上げていくと

いうのがありましたけれども、ともすれば、やはり資料づくりに終わってしまうところが

ありますから、むしろ本当に事業や実際的な取組の中へ落とし込んでいった実例づくりを

ぜひモデル化して、５年間のところで推進していけるようにしていってはいかがでしょう

か。 

 それから、消費者教育・環境教育推進委員会の開催というのがあるのですが、この辺は

ちょっとわからないので、また次回にでも少し説明をしていただければと思っています。 

 それから、４－４の「環境保全に関する消費者意向への反映」ですが、ここもやはり

「消費者意向」という言葉と、これは先ほどとは逆の言葉づくりになっているのですけれ

ども、ちょっとわかりづらいです。むしろ環境保全に関して、さまざまな情報を得た消費

者が、より賢い消費者として行動に発展できるようにという意図だとは思うのですけれど

も、その辺ももう少しわかりやすくしていただきたいと思います。 

 それから、11ぺージの政策課題５の５－１の「消費者の都政への参加・参画」について

ですが、さまざまな審議会や委員等への参加・参画が進んではおりますが、今後のチェッ

ク体制のこともありますが、もっと都民に、委員会などにも参加しなくて、モニター制度

もあるものの、より広く都民に情報を伝えながら、また都民の意見を受けて対応できると

いうような日常的なそういったことが可能にできないでしょうか。インターネットが発達

しておりますから、そういったことはアンケート調査ということで取り上げられてはいま

すけれども、そういったことを考えております。 

 それから、先ほど主要な課題でありました地球問題の深刻化は、３として取り上げられ

て、具体的な項目が主要な課題の中にも出てきてはいないのですが、実は地球温暖化問題

も絡めて、非常に重要な課題だと捉えています。東京都はかなり率先した、特徴ある施策

を行ってはいますけれども、今年の３月に、東京都のほうの環境基本計画もでき上がって

いますので、そういった東京都でつくっている他部署が関連した計画との連携や整合性を

とっていくもっと積極的な取組を、ここはもう少し書き込みを更にしていっていただきた
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いと思っています。 

 たくさん述べましたけれども、以上です。 

○池本部会長 本当に多岐にわたってありがとうございます。そういう個別のところもし

っかり見ていかなければいけないと思いますが、ほかの委員の方からはいかがでしょうか。 

○詫間委員 今、矢野委員のほうからも政策課題５のインターネット関係の調査でござい

ますが、これは一番最後に資料が出て、消費者教育のところも含めまして、非常に興味深

いクエスチョンが出ておりますので。７月３日に一応終わられるのですが、速報値は次回

ということになっていますけれども、もしできましたら少し早めに内報していただけると、

いろいろ今後の考え方をまとめる上で役に立つのではないかと思いますが、場合によって

はメールで送っていただければありがたいというふうに思いました。 

○池本部会長 ありがとうございます。よろしいでしょうか。 

○夷石委員 先ほどちょっと被害救済の相談のほうだけを言ってしまいましたので、啓発

の関係などについての新たな施策の盛り込みとか、区市町村との役割分担を明確にした計

画を導入してもらえないかという意見を少し述べさせていただきたいと思っています。 

 まず、消費者教育の推進が施策の10ぺージのところにありますけれども、ここは教育庁

との連携を実に密接に図っていただかないと、なかなか対応が難しい部分ではないかと思

っておりまして、特に区市町村が身近な消費者教育を学校に入り込んでやっていくには、

各区などの教育委員会を通してやるようですけれども、区のほうの人の意見を聞きますと、

やはり都が人事権とか、いろいろ持っているので、都からの働きかけがないとなかなか理

解して動いてもらえないというようなことを言われまして、今も年に何回か会議を持たれ

ているのではなかろうかと思うのですけれども、教育庁との連携、そして教育庁が区市町

村の教育委員会などに働きかけをさせられるような、その辺の連携をぜひ図ってもらえな

いのかなと思っております。 

 それから、実際に啓発関係がここには載っていないのですけれども、例えば相談員とか、

東京都の場合はエイドウによるとか、委託して団体に対して出前講座などをされていると

思うのですけれども、区市町村でも同じような出前講座をやっている。身近なところで身

近な出前講座をやるほうが、私はその辺はある意味では一部は任せてもいいのではないか

と。その能力のない市町村についてはかなり都がやるべきだろうし、都がやる啓発教育の

講座のタイトルとか内容と、区市町村とはやはり役割分担をちゃんと図ってやる必要があ
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るのではないか。同じ出前講座でも、区市町村がやれない落研を使ったああいうものとか、

何か消費者団体を育成してやらせるとか、そういうのは都でやるのでしょうけれども、通

常の相談員の人たちがいろいろ町会とか福祉施設に出向くのは区市町村に任せてやるべき

ではないかというような気もしまして、その辺のめり張りもちゃんとつけてもらえればと

思っております。 

 それから、もう一つ視点として重要だと思うのは、せっかく地域における仕組みづくり

ガイドラインを高齢者の被害防止のためにつくられて、それを投げかけて区市町村などに

呼びかけて対応する方針を示していらっしゃるのですけれども、実際に啓発を金融関係で

もいろいろ施策に取り組んでいらっしゃる資料が出されておりますけれども、それを示す

だけではなくて、結果をぜひ追跡してほしい。その追跡結果で、これを評価できるような

案を今度は対応していないところに投げかけて、実際にこれを使ってやった場合に、こう

いう効果があって、こういう先進的な事例でもうすでに取り組んでいるのでやったらどう

かとか、そういう働きかけを、ガイドラインとか、いろいろ民間活力を導入して、または

全庁的な取組、いろいろな施策をされている報告が今日ありましたけれども、それを実際

にやった上で、どういう問題点が出ていて、そこで得たものについてはもっと促進するよ

うな方策を区市町村にも投げかけて、より促進するように働きかける役割が都にあるので

はないか。そういうようなものを今後の基本計画の中に入れてもらえないかなと思ってい

ます。 

 それからもう一つ、相談のところで少し言い忘れた部分で、テスト関係の機能が確かに

センターでのテスト室がなくなってしまったと。それは、今の社会情勢でも次々に新しい

ものが出てきて、そのための検査機器を都が即時、多額な費用を導入してやるというのは

無理だということもわかっておりますので、それはいいと思うのですけれども、ただ、委

託とか、いろいろな第三者機関に委託して、それを判断する能力のある技術職員を設けら

れるのは都の役割だと思うのです。だから、そこの部分の役割をもう少し、区市町村にで

きないことなので、その辺をもう少し強化していただきたいという思いをしています。 

 一応そういうことでお願いします。 

○池本部会長 ありがとうございます。ほかによろしいでしょうか。 

○丸山委員 消費者教育に関係してですけれども、宮川部長がおっしゃられたように、重

点のポイントを三つ挙げられていて、情報伝達・集約、あるいは情報発信というところの
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必要性を私自身は感じております。例えば今日の資料で言いますと、資料７のところで、

初等・中等教育における金融経済教育モデルについてということで、恐らくさまざまなパ

ンフレット、リーフレットなどを使って高校などで授業をされることを想定されているの

ではないかと思うのですが、現在、高校で恐らく総合学習のような時間があって、そうい

う学習時間のコマを埋めるために、われわれ大学教諭に対して何か話をしてくれというよ

うな要望があったりします。そういうことを考えますと、例えば金融教育モデルというの

は、パンフレットをつくることももちろん重要だと思うのですけれども、それ以外に、高

校生に向けたパンフレットということ以外に、例えば高校生に教える先生向けの授業資料、

具体的に言うと、例えばインターネット上でパワーポイントの資料をダウンロードできて、

それを使って１時間分の授業を展開できるとか、あるいは、インターネット上から動画の

ようなものをダウンロードして、それを流しているとＱ＆Ａ方式で授業を比較的進行しや

すいというような、そういう高校生とか消費者といったエンドユーザー向けの資料とは別

に、エンドユーザーに対して話をする。例えば小・中・高の先生向けの手軽な授業資料と

いうか、スライドのようなものがあると、こういったものがより積極的に活用されていく

のではないか。区市町村を経て高校の先生にというよりも、高校・中学の先生が、例えば

「東京くらしＷＥＢ」を見て、こういう使い勝手のいい資料があるんだと。そういったこ

とに気づくようなことができれば、こういった消費者教育が学校でも行われていくように

なるのではないかというような印象を持ちました。 

 以上です。 

○池本部会長 ありがとうございます。私のほうからも一言申し上げたいと思います。 

 冒頭に部長から非常に意欲的なご発言をいただいたことを受けて、各論ではなくて、総

論的なところで少し意見を申し上げたいのですが、今回の基本計画で、多岐にわたる分野

で、この部分を補充してということも更に今後詰めていく必要があると思うのですが、骨

格のところで、明後日発表される予定の国の消費者行政推進会議、その中でも地方消費者

行政の抜本的な拡充ということが指摘される予定になっていますし、それを受けて、それ

を東京都、あるいは区市町村に反映させるための取組をこれからの計画の中でどう受けと

め、展開するかというところを、やはり項目を起こしてでもやっていただきたいと思うの

です。 

 というのは、先ほど東京都はまさに全国の中であるべき体制を意欲的に展開していただ
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いているのですが、しかし、人員や予算の推移から見れば、本当に厳しい中でジリジリと

削減されている。これは間違いないんですね、現実は。全国的に見ても、一般会計予算は、

過去10年ぐらいを見ても七、八％しか減っていないのに、消費者行政予算だけはもう何割

も減っているというふうに、やはり消費者行政はここ長期間にわたって軽視されてきた事

実があると思うのです。それが今、消費者行政に、いわば産業中心から消費者重視に連関

するのだという主張の大方針を、地方消費者行政でも生かすんだということを明確にする

ことと、それから、先ほど夷石委員からもお話がありましたが、東京都からいろいろ提案

をし、ガイドラインを示し、あるいは議論を巻き込んでいっても、それぞれの区市町村で

は、例えば多重債務の相談体制を充実しようと言っても、本当に限られた人員の中でそれ

もやってアップアップして、今の体制でこれまでやれというんですかというのが現場から

は聞こえてくる。そういう非常に切実な状況があると思うのです。 

 その意味では、東京都は、この基本計画の中で、区市町村の消費者行政の体制、相談窓

口も含めて、体制の充実・強化をどう図っていくかという大きな役割があるわけですから、

先ほど言った消費者行政推進の大きな流れや理念をきちんと受けとめて区市町村に広げる

という視点が必要だと思います。 

 実は今、日弁連で意見書を準備していまして、執行部では承認されて、18、19日に理事

会で承認され、正式に公表できるんです。６月21日にシンポジウムをやって、そこで発表

する予定ですが、その中で、都道府県や市町村の抜本的な拡充で、こういう項目をという

個別項目もですが、もう一つ、地方消費者行政推進地方会議を各都道府県で立ち上げるべ

きだという提言をしているのです。それは、まさに今の産業中心から消費者重視へ抜本的

に視点を変える。そのために消費者行政を、一元化というのは消費者庁をつくることが一

元化ではなくて、むしろ消費者重視の観点であらゆる部門の情報を集約し、それぞれ生か

していくということで、それを都道府県でもやらなければいけない、市区長村にも下ろさ

なければいけないという観点で言うと、東京都の中の審議会ではなくて、都と区市町村の

全部の代表を集めるわけにはいかないですが、できるだけ集め、それに外部委員として消

費者団体とか学識経験者も入って、いわば国でこの間やってきた消費者行政推進のあの理

念や具体策を、この地域では都はどうする、区市町村はどうするという議論をして、それ

をそれぞれ持ち帰って反映する。そういう消費者行政推進地方会議を立ち上げるべきだと

いうような提言もしているんです。その意味では、各自治体・都道府県の中の東京都の各
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区市町村が、実際に疲弊し、縮小されているところを大きく抜本的に拡充の方向へ持って

いけるような一つの流れをつくるということが今回の基本計画の中に位置づけていただけ

たらと思っております。 

 済みません、ちょっと私のほうから発言いたしましたが、ほかに皆さんのほうからはい

かがでしょうか。 

○長田委員 先ほどもちょっと申し上げたのですけれども、消費生活相談体制の充実とい

うのは何を示しているのか、具体的に教えていただければと思いますし、それをぜひ書い

ていくべきだと思います。 

○池本部会長 さて、全体の予定時間との関係がありますが、ぜひにという意見があれば

あと一、二お伺いして次に進みます。 

○夷石委員 基本的なことですけれども、今回の東京都消費生活基本計画改定の素案が出

ていますけれども、これは前次の審議会での承認を得たものであるかと思います。それに

ついては、先ほど池本部会長もおっしゃったように、多機能にわたって、これからのある

べき施策を網羅して書かれていると思いますけれども、私は、この中にめり張りをつけて

ほしいということもあるのですが、もし可能であれば、ここを余りいじれないのであれば、

中身はもちろんいろいろ議論したものを詳しく書いていただくことであるのですけれども、

この計画の最初に打ち出す部分として、緊急性を要する取組とか、そういうものについて

は、例えば先ほど部長が最初におっしゃった三つの提案はまさにそのとおりだと思うので

す。都として緊急的に取り組む基本計画であるというようなことで、この網羅されている

前に打ち出すという方法が可能であれば、そういう基本計画の策定、でき上がりがそうい

うものに持っていっていただけないかなと思っています。これだけだと何か全体的に網羅

的にただ書いてあるというふうに終わってしまうので、打ち出し方を少し工夫できないか

と思っています。 

○池本部会長 あといかがでしょうか。よろしいですか。 

 恐らく各論的なところについては、皆さんもこもごも議論すれば切りがないほどたくさ

ん出てくるのだろうと思うのですが、またこれをバージョンアップしたものが次回提示さ

れているところへご意見をいただきたいし、あるいは、これはお忙しい中でなかなか難し

いかもしれませんが、お持ち帰りになって、各論的にこの部分が更に必要ではないかとい

う意見があれば、直接事務局へお届けいただくということも含めて、更に中身をブラッシ
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ュアップしていただければというふうに思います。 

 では、よろしければ次の議題に進んでいきたいと思います。「都政モニターアンケート

の実施について」という課題があります。これについて、まず事務局からご説明をお願い

します。 

○副参事（調査担当） それでは、恐れ入ります、資料11をご覧いただきたいと存じます。

Ａ４の何枚か綴っているものでございますが、「インターネット都政モニターアンケート

について」でございます。 

 先ほど詫間副部会長のほうから、インターネットアンケートについて、２次的なことに

つきましてお話をちょうだいしたところでございます。実は、このインターネットモニタ

ーアンケートと申しますのは、東京都の広報広聴の関係の部署が毎年行っているものでご

ざいまして、年間およそ６回、それから３回ほどの意見募集みたいなものもございますけ

れども、定期的に行っているものでございます。都政モニター 500名ほどの方でございま

すけれども、この方々に対して、都政の幅広いテーマについて、その都度その都度インタ

ーネットを通じてアンケートをしているというものでございます。 

 恐縮でございますが、いろいろ手続がございまして、今回で申しますと、実は今日、Ｑ

＆Ａをご相談させていただきながら、実施の時期としましては、いろいろ中で業者が入る

とか、そういった手続もございまして、６月27日から７月３日、７月９日取りまとめとい

うのは、これを前倒しするというのは申しわけないのですけどちょっと難しいところがご

ざいますが、できる限り情報につきましては早めに把握をしていきたいというふうに存じ

ております。今、資料11にございますように、日程的にはそういった予定で進めるところ

でございます。 

 恐れ入ります、１枚おめくりいただきまして別紙をご覧いただきたいと存じます。今年

度20年度の第２回目のモニターアンケートの中に、私どもの消費生活についてのアンケー

トを同じ局の中ではありますけれども、お願いするということでございます。テーマにつ

きましては、東京都の消費生活基本計画につきましてでありますけれども、そこにござい

ますように、今回素案の前文のような考え方に基づいて基本計画の改定をしていきます。

それに当たりまして、Ｑ１からＱ12まで12問の設問を設定をしてございます。今日は、短

い時間ではございますけれども、この設問の中で、こういった選択肢があればとか、いろ

いろこの場で、あるいは、恐縮ですけれどもお持ち帰りいただいた上でお気がつかれた点
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を直接私どものほうにいただければということでご説明を申し上げたいと存じます。 

 簡単にご説明申し上げたいと思います。大きく柱がございまして、まず東京都の消費生

活総合センターについて、それから消費者教育について、そしてまた、情報提供について、

そして全体的な面ということでございまして、この柱について設問をしてございます。 

 まず、１番目の設問でございますけれども、「あなたやあなたの家族等が、安全で安心

できる消費生活を過ごすために、特に不安に思うことは何ですか。」ということで、三つ

選択肢を選んでくださいということであります。食の安全であるとか、商品・サービスの

安全性、表示、あるいはいろいろな悪質商法、それから情報の悪用、多重債務といったよ

うなことでお聞きしております。三つ選んでもらおうというふうなものでございます。 

 それから、Ｑ２としては、あなたやあなたの家族等がいろいろな被害に遭ったことがあ

りますかというふうなことで聞いております。 

 それから、３番目としては、消費生活に関する相談先として、では何かいろいろな消費

生活上で相談するようなことがあった場合に、どういったところに相談していますかとい

うことでございます。販売店であるとか、あるいはメーカーの窓口、いろいろありますけ

れども、それから消費者センター、あるいは警察ですとか、その他の保健所とか、そうい

うところもあるのかもわかりませんけれども、そういったところに相談していますかとい

うことでございます。 

 Ｑ４になりまして、今度は認知度を聞いております。東京都消費生活総合センターを知

っていましたかということでございます。知っていたという方については、Ｑ５に進んで

もらいまして、どんな役割、業務、機能を持っているかご存じですかということで、内容

について聞いております。 

 それから、認知していなかったという方については、仕方ありませんので次の項目に移

っていくということで、次の項目が消費者教育についてということでございます。あなた

は消費者として正しい知識を身につけたいというような場合に、どういったところでそう

いう知識を得たいと思いますかということで聞いております。一般的な家庭の中であると

か、あるいは学校でいろいろ教えてもらいたい。あるいは、マスコミを通じてとか、そう

いったことで幾つか選択肢を定めて聞いてございます。 

 それから、Ｑ７番目といたしまして、では、そういった機会があるとしたら、中身とし

てはどんな分野に興味がありますかということであります。悪質商法の被害防止、あるい
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は基本的なクレジットの仕組みとか、非常に基本的な契約の仕組みというようなものであ

るとか、あるいは商品やサービスの安全性、危険性といったようなこと。あるいは、先ほ

ど委員の方からお話がありましたような、地球環境に関するようなものですか、あるいは

食育に関するようなものですかといったような選択肢を設けております。 

 それから、次のテーマとして、情報の提供ということで、消費生活に関する情報提供の

どんな媒体がいいですかというふうなことであるとか、あるいは「東京くらしＷＥＢ」を

知っていますかというふうなこと。あるいは、いろいろなパンフレットを見たことがあり

ますかというふうなことをここで聞いております。 

 次のＱ９では、東京都が現在行っている情報提供施策に対する満足度を５段階で聞いて

いるということでございます。 

 次のぺージに移りまして、先ほど来、情報提供がございましたけれども、ここではちょ

っと一般化して情報提供の仕方としてどんな工夫が考えられますかということで聞いてお

ります。これは特定のテーマについてというよりは、消費生活に関する情報提供一般とい

うようなことで聞いているところでございまして、パンフレットやチラシとか、あるいは

電車の中吊り広告であるとか、あるいはターゲットを絞ったキャンペーンみたいなものは

どうですかといったようなことを聞いております。 

 最後に、総論的なことといたしまして、消費者行政に望むことということで選択肢をい

ろいろ聞いております。商品・サービスに関する危険情報、それから悪質被害から守られ

ていくための取組といったようなものということでいろいろ聞いてございます。 

 それで、最後にＱ12ということで自由意見を好きに書いていただくといったような、こ

の基本計画の改定、それにとどまらず全体的な消費者行政を進めていく上での参考にもな

るようにということで、アンケートを実施するということでございます。もしいろいろご

意見がございましたら、恐縮ですけれども、先ほど冒頭でも申しましたように、日程が一

応決まっておりますので、早めにお知らせいただけると大変ありがたく存じ上げる次第で

ございます。 

 以上でございます。 

○池本部会長 ありがとうございます。このアンケートについて、まず皆さんから、今ご

覧いただいた中でご意見、ご質問等があればお願いします。 

○長田委員 Ｑ１のところで、選択肢のところに、やはり今の時代なので、ここは価格と
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いうのが入るべきだろうというふうに思いました。どんどん物の値段が上がっていってい

るということで不安はあるかなと思います。 

 それから、問３のところのどこに相談するかですが、これは公的なところとか、事業者

というのがあるわけですが、一般的だと知人とか家族というのが入るのではないかと思い

ます。とりあえず気がついたところです。 

 それから、消費者教育の問６のところですけれども、家庭、学校と並んでいるのですが、

私、国の消費者教育などの考え方から言えば、地域というのと、会社というか、事務所と

しているところというのが、その四つの場所で消費者教育しましょうというのはよく言っ

ているので、そこはぜひ入れておいていただきたいと思います。 

○池本部会長 ありがとうございます。ほかにいかがでしょうか。 

○矢野委員 Ｑ３の５のところの「東京都の消費者相談窓口」は、これは具体的には消費

生活総合センターだと思うのですが、それをあえて入れていないのか。Ｑ４との関係でそ

ういう名称にしていないのか。６のところで国民生活センターと出ていますから、ひょっ

として誤解をしてしまうのだったら、５のところは消費生活総合センターとしたほうがい

いのではないかと思います。 

 それから、認知度のことですが、今回は消費生活総合センターについての主な項目が多

いのですが、実は消費者にとって一番身近な消費者相談窓口を知っているかどうかという

ところでは、先ほどのＱ３の４の地元の消費者相談窓口、これに相談するかどうかは別と

して、存在を知っているかどうか。それはどこかで聞いていただきたいと思っております。 

○池本部会長 ありがとうございます。 

○夷石委員 済みません、厳しい意見になってしまいますけれども、このモニターアンケ

ートというのは、いわゆる基本計画を策定するに当たってのモニター調査ですよね。最初

の趣旨に、消費生活基本計画を改定するに当たっての考え方を参考にするためと。という

ことであれば、そして、対象者がモニターということで選んでいる人ですから、ある意味

では消費者問題に関心の深いというか、一般の人よりは深い人ではなかろうかと思ってお

りますので、そうした考えで見ますと、Ｑ１とかＱ３とかＱ７とか、最後のほうのＱ11、

特にＱ11などについてはもう少しいろいろ聞いてもいいかなと思っておりますけれども、

それ以外は余り一般の人に消費生活総合センターがこういうことをやっていますけど知っ

ていましたかとか、そんな程度なので、今度、基本計画に盛り込んでいただいて、例えば
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東京都が今こういう政策をしているけれども、それについて知っていましたかというよう

なもので、見守り支援などのガイドラインを作成しているけれども、そういうことを知っ

ていたのかとか、条例改正を最近行ったけれども、それについてはどうなのかとか、どう

いう関心を持っているかとか、もう少し施策についてももっと中身を濃く盛り込んで、今

回取り込もうとすることについて一般の消費者がどのぐらい認知があって、それについて

はまだ認知度がないから、もう少しどういうふうに啓発する必要があるということに施策

を今後展開するに必要な聞き方を少し盛り込んで、センターの認知度とか、そんなものは

モニターのアンケートでは必要ないのではないかというふうに考えますけれども、いかが

でしょうか。 

○副参事（調査担当） 各委員の皆様方から貴重なご意見をいただきました。確かに選択

肢の項目、それから、モニターアンケートの方々の一般的な位置づけといいますか、その

あたりも十分に勘案しながら、そしてまた、今回、消費生活基本計画の改定に当たりまし

てパブリックコメントも求めることにいたしております。それとの関係も総合的に考えな

がら、全体としてできるだけより有効な意見をいただくような形で検討してまいりたいと

思っております。 

○池本部会長 ありがとうございます。ほかにいかがでしょうか。 

○丸山委員 アンケートの取り方の技術的な点で少し関心を持ったのですけれども、一般

的な話として、このアンケート調査用紙がＡ４、６枚ということで少し多めなのかなと。

枚数が多いと回答率が下がることが比較的、私がよく研究活動でやっている調査だと、よ

くありがちだということ。 

 それから、例えばＱ11ですが、消費者行政について望むことということで、質問項目が

具体的なもので12個並んでいまして、項目が多いと調査回答者が例えば面倒くさくなって

しまうとか、あるいは読み飛ばしてしまうということで、丸をつけるのが１番、２番、３

番と頭のほうに集中しやすくなるとか、そういった問題が私がよくやる調査などだとある

ような気がします。ただ、都政モニターというのがアンケートに答えるモチベーションが

非常に高い人たちだということであれば、その問題はないとは思うのですけれども、もし

も、今まで同種のアンケートを行っていて回答率が余り高くないとか、あるいは答えが一

部のところに少し変わった形で、バイアスがかかった形で集中するというような場合は、

例えば調査項目を少し減らすということを思い切ってやってみるとか、あるいＱ11につい
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て言うならば、12個項目を並べるのではなくて、Ｑ８のように、質問項目を２段に分ける。

Ｑ８の中で①、②というようにありますけれども、例えばＱ11の質問項目というのは、ど

ういう括りがよいかはわからないですけれども、例えば悪質事業者の取り締まりについて、

その中が１、２、３と分かれているとか、情報発信についてということで、その中が１、

２、３に分かれているとか、そういう質問の項目のとり方をしたほうが、回答者にとって

はもしかして見やすいのではないか。一面では逆に括り方を決めてしまうというところで

東京都さん側のバイアスがかかってしまうという問題はあるのですけれども、今までのア

ンケートをした状態で何かもしもそういった問題があるのであれば、そこら辺は変更され

てもいいのかなと。それは今後の課題かもしれませんが、ちょっと気がつきました。 

○池本部会長 ありがとうございます。 

○副参事（調査担当） 今回、インターネット都政モニターアンケートでございますけれ

ども、一つは、この方々の都政に対してどれぐらい詳しく、あるいは関心を持っていらっ

しゃるかというふうな部分と、それから、アンケートの技術的な部分につきまして、いろ

いろご参考にさせていただきたいと思っております。これは専門の広報広聴部のほうで公

募している、都政に対する非常にモチベーションの高い方々ばかりでございますので、そ

ちらのほうの担当とも十分に調整させていただきながら、先ほど申しましたような一般都

民向けのパブリックコメントと併せて、より有効な質問に体系化していきたいというふう

に思っております。 

○池本部会長 ほかにいかがでしょうか。 

 私のほうからもちょっと感想ですが、全体のボリュームを圧縮して回答しやすくという

ことも全くそうですし、逆に、夷石委員からも出たところですが、やはり今回のこの質問

の回答ぶりが基本計画のこの項目に反映するというところは、多少意図を整理しながら、

意図をというのは内部の問題ですが、更に後ろのほうの具体的なこの分野について、この

あたりはどう考えているか。要するに、関心が高いのか、もっとやってくれなのか、まだ

よいという感じなのかという項目が後ろのほうにもっとあっていいのかなという気はしま

す。そうなると、更に６ぺージから７ぺージ、８ぺージと広がってはちょっと収拾がつか

ないので、どこか圧縮できるところは圧縮していくということが必要になってくるのかも

しれません。それがどの項目かというのが、先ほどの基本計画との項目との関係でどうし

ていくか。一つのヒントは、先ほどＱ11について、ズラッと分野を並べるのではなくて、
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もう少し分野を細かく分けてはどうかというご指摘がありましたが、そのあたりをヒント

に、あるいはＱ11そのものが、まずこれこれの分野について望むことというふうに分けて、

その中を、例えば「商品テスト」と書いてあったのでは伝わらないですよね。だから、や

はり基本計画の中で今後こういうふうにしていこうと思うという方向づけとの関係で意見

が聴取できるような項目に、このあたりはちょっと詳しくできないかなというふうに感じ

ました。 

 ほかに皆さんのほうからいかがでしょうか。 

○詫間委員 一番最後の12の自由意見というのは実は大変重要だろうと思うのです。ただ、

逆にまとめるのが大変だと存じますが。字数の制限とか、そういうものは特にないんでご

ざいますか。 300とか 500とか、この枠は便宜的に書いてあるのでしょうけれども。それ

で、そのときに、誘導になる場合もあると思うのですが、さっき池本部会長がおっしゃっ

ておられた消費者重視への方向性と申しますか、そういうようなものについてはどんなふ

うにお考えかというのを幾つか載せる。 

 それから、全体で抜けているのは、先ほど矢野委員がおっしゃったＦＡＯの食糧危機等

の関係とか、また、そういうようなトピック的なものについて聞くとか、ちょっと工夫し

ていただいたほうが書きやすいし、まとめやすいということかとは思いました。 

○池本部会長 ありがとうございます。そうですね。これは消費者行政推進会議というの

は、われわれは関心を持っていますけれども、社会一般にどうなのかというのは本当に聞

いてみたいところがありますね。 

 ほかによろしいでしょうか。よろしければ、今のあたりを、本当に日数がなくて早急に

まとめていただくということになるかと思いますが、取りまとめのほう、よろしくお願い

したいと思います。 

 それでは、時間も迫ってまいりましたので、今後のスケジュール等を含めて事務局より

ご連絡をお願いします。 

○副参事（調査担当） 今後でございますけれども、次回は６月27日、金曜日、午後２時

から４時までを予定をしております。それまでに、本日いただきました基本計画改定案に

関します、いろいろ皆様方からの貴重なご意見をいただきましたので、それを踏まえまし

て、恐縮でございますけれども、何らかの形で個別にもご相談させていただく機会もあろ

うかと思いますが、それも含めまして、次回までによりよいものにまとめてまいりたいと
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いうふうに思っております。ひとつご協力方よろしくお願いいたします。 

 それから、都政モニターアンケートにつきましては、本日いただきましたご意見も極力

盛り込みながら、ただ、これは全体的なスケジュールの都合、それから都政モニターアン

ケート全体の年間の計画もございますので、その辺との兼ね合いも含めながら、私どもの

ほうで取りまとめてまいりたいというふうに考えておりますので、ぜひご理解いただけれ

ばというふうに存じます。以上でございます。 

○池本部会長 モニターアンケートの取り扱いは、今、事務局から提案された中身で進め

るということでよろしいでしょうか。そして、この基本計画の改定版については、次回ま

た更に各論部分の細かいところも含めて、ぜひご意見をいただければと思います。 

 それでは、以上をもちまして、第２回の部会を閉会とさせていただきます。今日は、ご

協力ありがとうございました。 

                午前11時58分閉会 


